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令和３年度の取組

第14回青森県協議会（書面）にて、対象輸送分野を引き続き「農産物」とすることを
決定。

県内の農産物輸送に携わるトラック事業者の現状を把握し、今後取り組むべき課
題を明らかにするため、トラック事業者への実態調査を実施した。

【調査対象】青森県トラック協会 会員事業者 【調査票送付数】７５５件
【調査方法】ＦＡＸによる送付 【有効回答数】２１７件
【調査実施時期】令和3年１１～１２月
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実態調査結果

実態調査により以下の状況が確認された。特に際立った調査結果が確認されたもの
は、県内の農産物輸送における課題であることが明らかになった。

○有効回答数２１７件の内、農産物の運送を行っていると回答した事業者は７９社。
○扱っている農産物の種類（取扱量の最も多いもの）は野菜５３％、果物３２％、米１５％。

○以下際立った調査結果を抜粋。
・農産物全体において、発荷主先の荷役作業時間が１時間以上と回答した事業者が約６割。
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実態調査結果

・農産物全体において、発荷主先の荷役作業方法が「手荷役」と回答した事業者が約６割。
果物においては約８割。

・農産物のうち野菜において、荷主のパレットと運送用パレットのサイズの違いにより積み替え
が発生すると回答した事業者が約６割。
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令和３年度取組まとめ

第15回青森県協議会（書面）にて、実態調査結果を報告。調査により明らかとなった
課題について、改善目標を令和5年度までのKPIとして設定。

◇令和5年度までのKPI ※令和4年度一部追加

・農産物全体の荷役作業時間1時間以内の割合：
40％（2021年度時点）→50％
・農産物全体の手荷役の割合：

56％（2021年度時点）→50％
・野菜おいて、荷主のパレットと運送用パレットのサイズの違いにより積み替えが発生する割合

57％（2021年度時点）→50％

荷役作業時間の短縮、荷役作業の効率化を促進するためには、トラック事業者の努
力に加えて荷主の理解と協力が必要不可欠。

また、農産物関係の荷主に協力を促すにあたっては、農産物を所管する行政機関
等と連携することが効果的。

⇒【令和４年度の取組方針】

農産物関係行政機関等と農産物輸送にかかる課題を共有し、荷主への周知・働き
かけについて協力を要請する。
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令和４年度の取組

令和3年度の取組を踏まえ、以下の行政機関・団体を訪問し
トラック事業者の抱える課題の共有、協力要請を行った。
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◇行政機関
青森県農林水産部（令和4年9月１５日）

◇農産物関係団体
つがる弘前農業協同組合（令和４年７月２５日）
青森県りんご商業協同組合（令和４年９月２６日）

◇経済団体
青森県商工会議所連合会（令和5年1月３１日）
青森県経済同友会（同上）
一般社団法人青森県経営者協会（同上）



青森県農林水産部との情報交換会

農産物を所管する行政機関として、青森県農林水産部との情報
交換会を実施。

トラック事業者、荷主がそれぞれ抱える課題を共有するとともに、
協力して荷主への周知・働きかけを行うことを依頼した。

【事務局】
◇トラック事業者の置かれる現状や２０２４年問題について説明。
◇実態調査結果をもとに農産物輸送における課題について共有。
◇県主催の企業向けセミナー等を活用した荷主への働きかけについて協力を依頼。

【青森県農林水産部】
○トラック事業者の置かれる現状や２０２４年問題は知らなかった。
○パレット化の促進については回収問題等の課題解決が必要。
○運送費が上昇する一方で野菜の値段は上がらず、価格転嫁できていない。
○個別の生産者向けセミナーは予定しているものの、現時点で企業向けセミナーは
予定していない。
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農産物関係団体との情報交換会

農産物関係団体としてつがる弘前農業協同組合、青森県りんご
商業協同組合との意見交換会を実施。

【事務局】
◇トラック事業者の置かれる現状や２０２４年問題について説明。
◇荷役作業効率化、標準的な運賃や燃料サーチャージの導入等について協力を依頼。

【つがる弘前農業協同組合】
○パレット化を進めているものの、積載率の低下、回収問題によりなかなか進まない。
○燃料高騰に伴い肥料等も値上がりしているため、すぐに標準的な運賃等へ対応する
ことは難しい。

【青森県りんご商業協同組合】
○市場とパレット化について話した際、全農産物に合う規格でなければ普及は難しいと
の意見があった。

○今後、関東以西への運送は中継輸送を検討する必要がある。
○りんごの価格は市場が決めるため、運賃を上げても価格に転嫁できない。
○運送事業者、荷主の努力だけで改善を進めることは難しい。高速無料化や補助金等
について協力して行政に要望することも必要。
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経済団体への要請

２０２４年問題に向けた周知・協力を依頼するため、経済団体
への要請を実施。

ＡＢＡニュース記事より抜粋（１／３１） 東奥日報記事より抜粋（２／１）
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要請団体
・青森県商工会議所連合会
・青森県経済同友会
・一般社団法人青森県経営者協会



次年度の取組方針（PDCAシート、ＫＰＩ工程表）

引き続き関係行政機関等との課題の共有、協力
依頼を行う。

ＫＰＩ達成状況の把握及び継続的な農産物輸送の
実態把握のため、運送事業者へ再度アンケート
を実施する。

（令和５年９～１０月頃予定）。

関係行政機関等との意見交換の中で、パレット化
に伴う課題が多く挙げられた。今後、「パレット標
準化推進分科会」のとりまとめ結果を踏まえた取
組についても検討していく。

（令和６年度とりまとめ予定）
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（参考）ドライバーの需給ギャップ（野村総研による試算）

• 野村総研13ページ

出典：株式会社野村総合研究所「第351回NRIメディアフォーラム」（令和５年１月１９日）
「トラックドライバー不足時代における輸配送のあり方 ～地域別ドライバー不足数の将来推計と共同輸配送の効用～」 11



（参考）ドライバーの需給ギャップ（東北）

出典：株式会社野村総合研究所「第351回NRIメディアフォーラム」（令和５年１月１９日）
「トラックドライバー不足時代における輸配送のあり方 ～地域別ドライバー不足数の将来推計と共同輸配送の効用～」 12


